
近畿の最新月の状況 （令和６年１月）

■有効求人倍率（季節調整値） １．１５倍 （前月より０．０１Ｐ低下）

（滋賀１．０１倍 京都１．１８倍 大阪１．２３倍 兵庫１．０２倍 奈良１．１４倍 和歌山１．１４倍）

■新規求人倍率（季節調整値） ２．２８倍 （対前月差 ０．１０Ｐ上昇）

■有効求人数（季節調整値） ３９８，５３４人 （ 対前月比 ０．１％減少）

■有効求職者数（季節調整値） ３４６，０８４人 （対前月比 ０．３％増加）

■新規求人数（季節調整値） １３８，８５９人 （対前月比 ０．６％増加）

■新規求職申込件数（季節調整値） ６０，９０１件 （対前月比 ３．７％減少）

■完全失業率（原数値） ２．６％ （前年同月と同率）
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雇用失業情勢等について
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①近畿の雇用失業情勢等について
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前年同月比でみた近畿の新規求人数（原数値）は、令和２年４月、５月に、新型コロナウイルス感染症の急速な拡大に
伴う緊急事態宣言により経済活動が抑制されたことなどから、30％を越える大きな落ち込みを記録した。その後、コロナ
の緩和、輸出の回復および企業の設備投資の持ち直しなどを背景に、製造業を中心とした業種で回復がみられ、令和
３年４月から令和５年２月まで23か月連続で増加していた。しかし、物価高による企業収益の圧迫および中国経済の減
速の影響により求人を出し控える動きが一部で見られ、令和５年９月から前年同月比で５か月連続の減少となっている。
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３ 近畿 新規求人数の推移（原数値・一般計）

２ 完全失業率の推移（全国・近畿 月別）

令和６年1月の全国の完全失業率（季節調整値）は2.4%で
前月より0.1ポイント低下（改善）し、近畿（原数値）は
2.６%で、前年同月と同率となった。

←緊急事態宣言①回目 ←②回目 ←③回目 ←④回目
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４ 近畿 雇用形態別 新規求職申込件数の推移（原数値） （一般計）

５ 近畿 職業別有効求人倍率等の状況 （常用計）

職業別有効求人倍率について、職業計では、令和５年４月～令和６年１月期は前年同期より0.01ポイント上昇して

いる。

職業別でみると、「販売」、「輸送・機械運転」、 「建設・採掘」 、「介護関連」の職業で大きく上昇した。

なお、「保安」「輸送・機械運転」「建設・採掘」「介護関連」など、人材不足分野については、依然、高い有効求人倍

率となっている。

新規求職申込件数は、緊急事態宣言期に落ち込むなど、コロナ感染拡大状況等の影響により、月々で大きな

変動がみられたが、 令和４年７月以降、減少傾向にある。理由として、コロナ禍で仕事量の減少や収入減といっ

た不安から転職・ダブルワークを希望していた求職者が、経済活動の再開やコロナの５類感染症への移行など

により、減少したことがあげられる。

なお、令和５年３月から９月まで前年同月比で７か月連続の減少していたが、直近では増減を繰り返している。

職業計 管理
専門
技術

事務 販売 サービス 保安
農林
漁業

生産
工程

輸送

機械運転

建設
採掘

運搬
清掃等

ＩＴ
関連

介護
関連

令和4年4月～
令和5年1月 1.06 0.86 1.73 0.41 1.46 2.95 5.47 1.12 1.92 2.19 5.50 0.79 1.58 3.92

令和5年4月～
令和6年1月 1.07 0.92 1.70 0.41 1.68 3.09 5.60 1.11 1.69 2.40 6.43 0.81 1.52 4.11

前年同期差 0.01 0.06 ▲ 0.03 0.00 0.22 0.14 0.13 ▲ 0.01 ▲ 0.23 0.21 0.93 0.02 ▲ 0.06 0.19



大阪の最新月の状況 （令和６年１月）

■有効求人倍率（季節調整値） １．２３倍 （対前月差 ０．０２Ｐ低下）

（就業地別有効求人倍率 １．０６倍）

■新規求人倍率（季節調整値） ２．６１倍 （対前月差 ０．０２Ｐ低下）

■有効求人数（季節調整値） ２０１，８７６人 （ 対前月比 ０．５％減少）

■有効求職者数（季節調整値） １６３，６６３人 （ 対前月比 ０．８％増加）

■新規求人数（季節調整値） ６８，２００人 （対前月比 ２．２％減少）

■新規求職申込件数（季節調整値） ２６，１２５件 （対前月比 １．４％減少）

■完全失業率（令和5年10月～12月期平均・原数値） ２．６％ （前年同期より０．２P低下（改善））
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②大阪の雇用失業情勢等について

１ 新規求人の状況（主要産業別・一般計）

１． パートタイム関係取扱数含む。 ２．新規学卒者除く。 ３．原数値。 ４．下段は前年同月比。

新規求人は、新型コロナウイルスの影響による人流抑制やインバウンド需要の減少の影響が大きい業種を中心
に弱い動きが続いていたが、経済活動の再開に伴い、令和３年７月から令和５年８月までは前年同月比で26か月連
続の増加と持ち直しの動きが続いた。

しかし、物価高や政界情勢の影響を受け、求人を出し控える動きがみられること、また、経済活動の再開による反
動が一巡していることにより、令和５年９月から前年同月比で５か月連続の減少となっている。
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２ 新規求職申込件数の状況（態様別）
１．新規求職者はパートタイム関係取扱数含み新規学卒者除く。 ２．原数値。下段は前年同月比。 ３．在職者以下は、パートタイムを含み季節労働者を除く常用（雇用契約期間
の定めがないか、又は4か月以上の雇用契約期間が定められているもの）のみであるため、新規求職者数と各項目の足し上げとは合致しない。 ４．・ハローワークインターネット
サービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設した求職者数や、ハローワークインターネットサー
ビスで探した求人に直接応募する「オンライン自主応募」による就職件数等が含まれる。

３ 新規求職者の年齢、性別内訳（一般計）

新規求職者の性別・年齢別の増減を四半期毎にみると、「2022年7月～9月期」以降、男性・女性いずれも減少して
いる。

直近では、男性、女性ともに、「34歳以下」の減少寄与度が高く、「55～64歳」の増加寄与度が高い。

新規求職申込件数は、令和４年７月以降、１９か月連続で前年同月から減少している。

直近の減少傾向の背景として、コロナ禍での先行き不安や業務量減少から求職者が増加したが、経済活動の本格
的な再開により先行き不安が和らいだことで、求職活動を終了させたことによると考えられる。特に、「在職者」の減
少幅が大きい。

※寄与度とは、あるデータの構成要素の増減が、全体の増減を何ポイント押し上げ（押し下げ）ているかを示すもので、各内訳の寄与度の合計が全体の増減と一致する。

▲3.4▲10.6 ▲10.2 ▲5.9 ▲2.3 ▲4.9▲5.9 ▲3.9



※ハローワーク窓口における事業所の声等
＜製造業の業種＞

・募集・採用については、売り上げの回復に伴い工場の稼働が増えたことで、店頭販売、製造補助の求人がやや不足している

状況。（食料品製造業、９９人以下）

・当社が製造に使用している部品の3割を中国工場で製造しており、中国工場のコスト増（人件費等）が今後懸念される。

（はん用機械器具製造業、１００以上４９９人以下）

・今すぐにではないが、インバウンド需要増加は、観光地の建物の改修や新築につながるので、今後の景気の動向は良くなっ

ていくと考える。（化学工業、５００人以上）

＜製造業以外の業種＞

・来年度からの時間外労働の上限規制に向けて、働き方改革を実行中だが、現場の人手不足のため苦労している。（総合工事

業、５００人以上）

・中国依存からの脱却や新たな市場への展開などの理由に、中国から生産拠点を東南アジアにシフトすることを検討している

との情報がある。（運送業、９９人以下）

・商社が安価な輸入商品（野菜等の加工品）を市場に送り込んでくるので、価格転嫁が全くできない。

（飲食料品卸売業、１００以上４９９人以下）

※第３回ハローワーク雇用等短期観測結果 (実施時期：令和5年11月1日～12月8日 回答企業316社）

大阪労働局では平成25年度から四半期ごとにハローワークにおいて管内企業に対して「景況感」「従業員の過不足
感」等についてヒアリングを実施しており、令和５年11-12月に令和5年度第3回目を実施。
※景況感ＤＩ値－「良い」「やや良い」と回答した企業割合から「悪い」「やや悪い」と回答した企業割合を差し引くことによって算出した指数。

令和５年１１～１２月の景況感ＤＩは，全体では前回（令和５年９月）より5.90ポイント上昇し7.45となった。
また、３か月後の見通しＤＩは7.60ポイント低下し-0.15となった。業種別では製造業が8.60ポイント上昇し3.95、
非製造業が2.45ポイント上昇し11.70となり、製造業での上昇幅が大きくなった。

正社員の過不足感について、「不足」「やや不足」と回答した企業は、前回（令和５年９月）から2.7ポイント低下し、
65.8%（前回68.5%）となった。一方、パート・契約社員等については、42.9%（前回37.4%）と４期ぶりに上昇した。
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